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水道料金の算出方法

■【現行】基本水量10㎥＋従量料金（水量区画4 ＋逓増型）＋使用料

用途
基本
料金

基本水
量

従量料金

① ② ③ ④

～20㎥ ～50㎥ ～100㎥ 100㎥超

一般用 1,090 10㎥ 135 150 170 180

業務用 1,300 10㎥ 155 170 185 195

臨時用 2,000 10㎥ 230 250 280 300

水道メーター使用料

～13mm 80

～20mm 150

～25mm 160

～40mm 310

～50mm 1,650

～75mm 2,150

～100mm 2,800

■料金の算定方法

例１：一般用（メーター13mm）で１か月２５㎥使用した場合

基本料金1,090円＋10 ㎥×135円＋5 ㎥×150円＝3,190円

水道使用料3,190円＋メーター使用料80円＝3,270円

3,270円×消費税相当額8%＝3,531円／月

例２：業務用（メーター75mm）で1か月1,000㎥使用した場合

基本料金1,300円＋10 ㎥ ×155円＋30 ㎥ ×170円＋50 ㎥ ×185円＋900 ㎥ ×195円

水道使用料192,700円＋メーター使用料1,650円＝194,350円

194,350円×消費税相当額8%＝209,898円／月

注１）消費税相当額は、令和元年10月1日から、税率が10%に変更されます。

注２）水道料金は、２か月に1度の支払いとなるため、1回の支払額は、上記の2倍の額となります。
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水道料金を取り巻く社会状況

【水道法の改正】
平成30年12月12日公布、令和元年10月1日施行（予定）

■改正の趣旨

水需要の減少・施設の老朽化等⇒水道の基盤強化を図る

■主な改正内容

１．関係者の責務の明確化・・・事業の基盤強化に努める

２．広域連携の推進

３．適切な施設管理の推進

・・・計画的な更新、水道台帳の整備義務化

４．官民連携の推進

・・・運営権を民間事業者に設定できる仕組み導入

５．指定給水装置工事事業者制度の改善・・・5年更新制の導入



■ 独立採算制の原則【地方公営企業法第17条の2第2項】

一般会計等において負担すべきとされる経費以外の地方公営企業の経費は、

地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない。

■ 公正妥当な料金設定【水道法第14条第2項】

水道料金は、公正妥当なものでなければならず、

かつ、能率的な経営の下における適正な原価を基礎

とし、地方公営企業の健全な運営を確保することが

できるものでなければならない。

■ 個別原価主義
独立採算制の原則の下、料金はそのサービスの生産・供給に要する原価を基に決定すべきとされる

原価主義の考え方が基本。
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水道料金の基本的事項

出典：水道料金改定業務の手引き

出典：水道料金改定業務の手引き



4

料金算定に必要な要素①

■口径別と用途別の違い？
口径別は、大きな口径ほど水を一度に使える事が

出来るため、施設の費用を多く負担して頂く考え方。

一方、用途別は、水道の用途を生活用（一般家庭）

や業務・営業用に分け、使用者によって料金を変える

もので、生活用に配慮した体系。

昭和40年には、約９９％の事業者が用途別を

採用していたが、現在は、個別原価主義の要請

から、口径別に移行する事業者が多い。

■料金算定期間は、どの程度の期間が良いのか？
本来、算定期間は出来るだけ短期間が良い。一方で、短期間で料金変動を行えば、徴収経費が

かさみ、水道使用者に対して不利益になる。

このため、負担の期間的公平性と期間的安定性を考慮し、概ね３年から５年を基準とする。

※算定要領 ⇒水道料金算定要領のこと。直近改訂は、平成27年2月（当初は、昭和42年）

水道事業における標準的な料金算定の考え方や方法を示した要領。

※手 引 き ⇒日本水道協会発刊の「水道料金改定業務の手引き（平成29年3月」のこと。

手引きは、算定要領を、具体的な解説を踏まえ示した、実務上のバイブル。

以上から、水道料金の改定にあたっては、算定要領等を基本に実務を行う事業者が多い。

出典：水道料金改定業務の手引き
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料金算定に必要な要素②

■ 料金算定は、どのような方法で

実施するのか？
算定方式は、２種類

①損益収支方式（総括原価方式）

②資金収支方式

算定要領では、総括原価方式

出典：水道料金改定業務の手引き

■使った分は、同じ料金【均一料金制】で良いのでは？
均一料金制は、個別原価主義の観点から水量原価を均一にする考え方であり、算定要領において原則

としている。

一方、水道料金は、日常生活に直結するため、特に住民の日常生活に最低限必要と考えられる分の

料金は、ある程度低廉であるべきとする考え方がある。

この考え方のもと、少量利用者への配慮と大口利用者の節水要請を行う制度が、逓増性料金である。

ただし、大口利用者への負担を多くすれば、地下水利用への移行に繋がり、併せて配慮が必要である。
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水道料金の体系

用途別 口径別 その他 合計

単純均一制 202（16%） 144（11%） 63 409（32%

逓増型料金 197（15%） 587（46%） 73 857（67%）

逓減型料金 3 4 2 9（1%）

合計 402
（31%）

735
（58%）

138
（11%）

1,275
（100%）

■ 全国事業者の料金体系別の状況（出典：H30.4.1水道料金表）

■ 料金体系の種類 ■ 料金イメージ

【二部料金（基本＋従量）制かつ単純均一制】

■赤枠は、現行行田市体系

県内採用は、約15%

（58事業者のうち9事業者）

■青枠は、県内で約8割採用

（58事業者のうち46事業者）

■緑枠は、算定要領での、推奨体
系

出典：水道料金改定業務の手引き



事業者名 口径or用途 基本水量の状況
従量
料金

料金算定方式
現行料金
改定時期

備考

行田市 用途別 基本水量10㎥ 逓増型 損益収支方式 H6.1

加須市 口径別 基本水量なし 逓増型 損益収支方式 H25.4

羽生市 用途別 基本水量10㎥ 逓増型 － H4.4

熊谷市 口径別
～25mm 基本水量10㎥
30mm～ 基本水量なし

逓増型
－

（損益収支方式）
H21.4

料金改定
議論中

鴻巣市 口径別
～20mm 基本水量8㎥
25mm～ 基本水量なし

逓増型 損益収支方式 H20.4

深谷市 口径別
～20mm 基本水量なし
25mm～ 基本水量10㎥

逓増型 資金収支方式 H29.4

本庄市 口径別 基本水量10㎥ 逓増型 資金収支方式 H26.4

※算定要領
（手引き）

口径別 基本水量なし 均一制 損益収支方式 3～5年

近隣事業者の料金算定方法は？
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全国事業者の料金算出方法の傾向

損益収支方式は、約9
割の事業者で採用。
算定要領も、推奨。

基本水量を付与するか
否か、または基本水量
をどの程度にするかは、
試算を踏まえ検証する
必要がある。
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料金算定方法の検討【今後の試算に向けた方向性の決定】

事業者名 口径or用途 基本水量の有無
従量
料金

料金算定方式

（現行）行田市 用途別 基本水量あり 逓増型 損益収支方式

※算定要領（手引き） 口径別 基本水量なし 均一制 損益収支方式

全国事業者傾向 口径別 基本水量あり 逓増型 損益収支方式

県内事業者傾向 口径別 基本水量あり 逓増型 損益収支方式

近隣事業者傾向 口径別 基本水量あり 逓増型 損益収支方式

（改定後案）行田市 口径別 基本水量あり 逓増型 損益収支方式

■ 料金イメージ（算定要領）

基本（水量なし）＋従量（均一料金）

■ 料金イメージ（現行料金体系）

基本（水量あり）＋従量（逓増型料金）
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水道料金の体系【一部再掲】
■【行田市】基本水量10㎥＋従量料金（水量区画4 ＋逓増型）＋使用料

用途
基本
料金

基本水
量

従量料金

① ② ③ ④

～20㎥ ～50㎥ ～100㎥ 100㎥超

一般用 1,090 10㎥ 135 150 170 180

業務用 1,300 10㎥ 155 170 185 195

臨時用 2,000 10㎥ 230 250 280 300

水道メーター使用料

～13mm 80

～20mm 150

～25mm 160

～40mm 310

～50mm 1,650

～75mm 2,150

～100mm 2,800■【近隣K市】基本水量なし＋従量料金（水量区画６ ＋逓増型）

口径 基本料金
基本
水量

従量料金

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

～10㎥ ～20㎥ ～30㎥ ～50㎥ ～100㎥ 100㎥超

13 432 －

108 129 162 194 237 292

20 596 －

25 1,182 －

30 1,758 －

40 3,106 －

50 5,348 －

75 11,803 －

100 21,312 －

150 49,284 －



水道料金の状況
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家庭用1か月当たり、20㎥使用時の水道料金
出典：平成２８年度水道統計

■ 県内58事業者のうち、高い方から19番目。

うち、市（企業団）が経営する40事業者では、高い方から12番目

■ H29決算給水原価142.93円≧136.05円（20㎥使用時の1㎥あたり単価）

■ 全国平均3,244円（5万～10万人未満平均料金3,057円：平成30年4月1日現在）

全国的な分布状況
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出典：厚生労働省「日本の水道」



水道料金の割合と電気光熱費

■ 年平均１か月間の消費支出総額に対する水道料金の割合は、0.7%（月1,948円）

■ 水道料金支出は、年々減少傾向

■ 電気・ガス料金と比較し、低廉
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出典：厚生労働省「日本の水道」
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現行水道料金の分析①

口径 ～10㎥まで 11～20㎥以下 21～50㎥以下 51～100㎥以下 100㎥以上 計

13mm 7,876（29%） 8,938（33%） 9,858（36%） 427 17 27,116

20mm 663（16%） 1,272（31%） 2,022（49%） 154 3 4,114

25mm 20 28 51 11 4 114

40mm 1 - - - - 1

50mm - 1 - - - 1

計 8,560（27%） 10,239（33%） 11,931（38%） 592 24 31,346

■一般用口径別使用件数割合

■ 一般用【一般家庭】における口径別・使用水量別件数

■業務用口径別使用件数割合

一般家庭は、13mm
の使用が約9割

20㎥以下の使用が、約6割
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現行水道料金の分析②

口径 一般用（㎥） 業務用（㎥）

13mm 18 9

20mm 23 28

25mm 32 90

40mm 1 286

50mm 46 416

75mm － 1,097

100mm － 267

■口径別・1か月当たり平均使用量 ■ 現行料金全体の基本料金と従量料金の割合

■一般用の基本料金と従量料金の割合 ■業務用の基本料金と従量料金の割合

現在の、基本料金と従
量料金の割合を、今後
どのように設定するか
あらゆる試算が必要

少量使用者や
大口使用者への
配慮が必要

一般用と業務用で、
基本料金の割合が大き
く異なるため、
試算時に配慮が必要
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水道料金設定時の配慮事項

■パターン①【手引き推奨】

基本（水量なし）＋従量（均一）

OR

■パターン②－１

基本（水量あり）＋従量（逓増）

・基本料金はパターン①と同一

・従量料金を段階的に高くした設定

■パターン②－2

基本（水量あり）＋従量（逓増）

・基本料金を上げ

・従量の単価をパターン①と同程度に設定

■ ①基本水量の設定、②基本料金と従量料金の割合

③水量区画（逓増度の割合）の設定などを考慮することが必要。

■併せて、少量利用者や大口利用者への影響に配慮することが必要。
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水道料金算定の流れ

１．財政計画の策定
【行田市水道事業経営戦略で試算】

・料金算定期間 5年

・目標料金水準 令和2年～令和６年

給水収益12％UP

・目標給水収益 約71億円／５年間

・期間中事業費 約42億円／5年間

２．料金水準の算定

３．料金体系の決定
２及び３は、次回以降で（案）を

提示しながら、議論頂きます。

４．料金表の確定
審議会で最終案について議論頂き、

意見を添え答申頂きます。

出典：水道料金改定業務の手引き

１

２

３

４
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総括原価の算定【どの程度費用が必要なのか？】

総括原価＝料金算定期間における料金総収入額

試算のポイント

・固定費の配分方法をどうするか？

⇒基本料金と従量料金の配分に影響

・資産維持費をどの程度見込むか？

⇒経営戦略での12%水準との整合

出典：水道料金改定業務の手引き
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実務上の料金算定（１～４）の流れ

■ 経営戦略策定時でのシミュレーション

投資計画と財政計画の収支均衡

・赤枠は、経営戦略策定時に実施済

・青枠は、今後試算し、審議頂く事項

・重複箇所は、試算を踏まえ、再度原価

計算し実施する事項

出典：水道料金改定業務の手引き
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本日の審議事項

■経営戦略を踏まえた確認事項

１）料金の目標水準 １２％ＵＰ：経営戦略で20年間の試算結果

（1年当たり約1億5,000万円の収入増）

２）料金算定の期間 5年：令和2年度～令和6年度までの

総括原価（総費用）を試算

■新たな料金体系を試算するため、事前に決定すべき要素

１）口径別or用途別 ⇒ 口径別

個別原価方式の要請と現在、全国的に移行（県内事業者も多数）

２）料金算定方式 ⇒ 損益収支方式（総括原価方式）

個別原価方式の要請と全国的な採用が多数

３）基本水量の有無 ⇒ 有り

少量利用者への配慮から段階的な見直し

４）従量料金区画の有無 ⇒ 逓増型

少量利用者への配慮から段階的な見直し


